




経済研究所 / Institute of Developing






























































































欧米や国際機関からの救援をすぐに受け入れようとはしなかった背景には、サイクロン災害支援の流入が、自国の体制転換を促す要因になるのではないかと警戒したこと、および新憲法の是非を問 国民投票をサイクロン災害直後の二〇〇八年五月一〇日に控えていたという政治的事情がある。憲法制定と国民投票は、二〇〇四年からミャンマー政府 よる民主化 ードマップ 部として予定されていた。二〇〇七年九月にミャンマー国内で起 った民主化要求デモとそれに対する武力弾圧により、ミャ マー政府首脳は、欧米諸国をはじめ諸外国から強い非難を浴びていた。国内外で政治体制批判の圧力が高まる中、ミャンマー政府は二〇〇八年二月に、かねてから起草していた憲法草案を国民投票 かけ こ を発表した。サイクロンは、その国民投票の直前にミャンマーを直撃した である。
国内外のミャンマーの民主化を支持する勢力は、サイクロン災害
がミャンマー 政治体制転換にとって絶好の機会とし 注目した。こうした国際社会の機運を、 は体制転覆の意図 はらんだものとして警戒した。 の結果 海外からの援助受け入れを拒否し、被災地を除く地域で予定通り五月一 日に国民投票を実施して、政権の正当性確保を急いだのだった（参考文献③） 。これにより、米国、フランス はじめとする欧米諸国や国連は、ミャンマー政府に対する不信を一層深めた。こうした不信の応酬がミャンマー政府と国際社会 間で起った結果 ナルギスよるサイクロン災害では、緊急救助活動が最も必要とされる時期に、国際緊急支援 なされないという状況が起ったのである。●タイ政府による仲介の試み
国際緊急支援活動をめぐってミャンマーと 連・欧米諸国の間で
膠着状態が続いていた段階で いち早く関与を開始した国 ひ つ
がタイである。タイ政府は五月六日にインドネシア、インド、中国とともに災害救助支援物資の提供を申し入れ、ミャンマー政府から受け入れられた。一七日にはタイからの医療チームがヤンゴンに到着し、外国政府から送られた救助隊受入れの最初の例となっている。タイのプーミポン国王もまた ンシュエ議長へ見舞メッセージを送り、国王下命による救援物資を軍用機でミャンマーへ届けさせた。
またタイ政府は、自国が援助を提供するばかりでなく、国連や欧
米諸国とミャンマー政府の間にたち、救 活動受入れの仲介を試みている。たとえば、タイ政府は、ミャンマー政府から救援活動受け入れを拒否された米国に対し、ミャンマー政府への受け 説得を申し出 （九日） 。同日 は、スリン
･
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諸国連合（ＡＳＥＡＮ）事務局長が 各 対し災害支援はタイを介して行うようアピールし、タイの行動を支 した。さらに一二日にはサマック・スンタラウェート首相が国連 パ ・ギムン事務総長からの依頼を受け、ミャンマー政府首脳へ援助受け入れの説得を試みることとなった。一四日に行われたサ ック首相とのテインセイン首相との直接会談では テインセ ン首相はタイからの医療チームを受け入れると発表し 。これ以降、 ャ マー政府はタイをはじめ、中国、インド そしてＡＳＥＡＮ諸国からの救援隊を受け入れるようになってい 。
タイ政府がＡＳＥＡＮと協調しながら仲介を試みるなかで、欧米


















と国連・欧米勢力の間の意思疎通を促し、ＡＳＥＡＮを巻き込むことで支援をめぐる対立構造 緩和して、ＴＣＧ設立 繋がる契機となった 考えられる。タイ政府による一連の仲介外交は、サマック首相が主導し、外務省を牽引す 形で行われたという。サマックの行動を、政治家として 個人 パフォーマンスとみなすこともできよう。しかし、より長いタイムスパンからサマックの行動を検証すると、タイ政府が度々ミャンマーへの仲介的 動を繰 返 てきたことがわかる。以下では、過去 タイ政府によるミャンマー政策概観してみよう。●タイのミャンマー外交とその変化
一九八八年、ミャンマーでは国軍が当時のネーウィン政権に対す









持を特徴としていた。そ 端的な例が、首相在任時に行ったミャンマーのＡＳＥＡＮ加盟に対する支持表明である。チャワリットは、ミャンマーへの支持と引き換えに、木材、天然ガスをはじめとミャン 天然資源へのアクセスや、当時すでに九億九六〇〇万米ドルに達していた同国への投資拡大などの経済利益を狙っていた。首相となったチャワリットにとって、ミ ンマー政府をＡＳＥＡＮのメンバーに推すことは、 国境地帯を安定させるばかり なく、 「経済的な意味で（タイが）地域のナンバー・ ンになる」ため不可欠な手段であったのである。
チャワリットのミャンマー善隣政策は、チュワン第二次政権














であるとして拒絶した。またタイ政府によるミャンマー政府批判は、間接的にミャンマーの反政府勢力を刺激し、一九九九年一〇月には在バンコク・ミャンマー大使館が、二〇〇〇年一月にはラーチャブリーの病院が、それぞれ民主化を要求する反ミャンマー政府武装組織によって占拠されるという事件が起き 。犯人らはタイ政府の手で身柄を確保され、ミャンマー政府は犯人の引渡しを要求した。しかし、 タイ政府が「彼らはテロリストではなく、 民主活動家である」としてこれを拒否したことから、両国は深刻な対立状態に陥った。
チュワンと対照的な政策をとったのが、タックシン・チンナワッ
ト政権（二〇〇一―〇六年） 。タックシン首相は ＡＳＥＡＮの枠組みから離れ、独自にミャンマーおよび、ラオス、カンボジアといった近隣諸国との協力を促進した。タックシンによるミャンマー外交 要諦は、 「個人的人脈 復活」と「政経分離」に集約される。 タックシン 政権発足後にミャンマー政府首脳と親しいチワリットを国防担当副大臣に任命し、彼 扶助のもとでミャンマー政府との関係調整を行った。そのチャワリットが二〇〇五年に政界を引退すると、今度はタックシン自身がＳＰＤＣ幹部 の個人的人脈を独占し、バーツ借款事業を軸に経済的善隣外交を推進す （詳細は、参考文献①第三節を参照） 。また、タックシンはチュワン異なり、ミャンマー 政治体制 是非にはほとんど言及せず、近隣諸国との経済統合推進に力を注いだ。エーヤーワディ・チャオプラヤー・メコン経済協力戦略（ＡＣＭＥＣＳ）の創設や 近 諸国からタイへ流入する労働者の合法化 メコン流域圏協力（ＧＭ ）通じた南北 東西の流通道路網整備といった政策はその具体例である。タックシンの狙い 近隣 低開発諸国 日本、米国といった先進国との間にタイが立ち 援助案件の立案実施や企 の事業展開戦略の中で イ政府とタイ 企業が媒介的役割 果たすこと あった。タックシン政権の対外政策とは、グローバルに展開する経済ステムの中でタイが媒介的役割を果たしうるような環境を築くための手段であり、ミャ マーとの関係強化はその一部 して不可欠だったのである（詳細は参考文献①および② 参照） 。
タックシンがクーデタで失脚した後の二〇〇七年九月、ミャン
マーでは市民による民主化要求デモがおこり、政府がこれを武力で弾圧する事件が起きた。欧米各国が相次いでミャンマー政府の対応を非難する中、スラユット・チュラーノン首相（二〇〇六―〇八）は国連のイブラヒム・ガムバリ特使と会談し、国連とミャンマー政府との対話を促した。この時スラユットが提案したのは、国連、ＡＳＥＡＮ、中国、インドからなる四者会議を開催 ミャンマー国内の状況について解決の糸口を探るという構想であった。こ で注意したいのは、スラユットが四者会議のメンバー して挙げた顔ぶれは、いずれもミャンマーに政治体制 転換を強硬に迫る国ではなかった点である。一〇月二七日にニューヨークで開催されたＡＳＥＡＮ特別外相会議では、シ ガポールのジョージ・ヨー外相 武力弾圧に対する「嫌悪感」を表明したものの 一一月 ＡＳＥＡＮ首脳会議（シンガポール） 政府 要求を受け、ガムバリ国連特使の報告が中止された。そこには 他 ＡＳＥＡＮ諸国の足並みから自国が逸脱しな よう配慮しつつ ミャンマー政府が完全に孤立しない国際環境を用意しよう したタイ政府 意図がうかがわれる。
タイのミャンマー外交は、一見、政権ごとに支持と批判の間を振










ない最大の理由は、両国が陸上国境を接しており その国内情勢の影響を相互に、常に、かつ直ちにこうむるという事情にある。ミャンマー国内の政情不安 政治的自由や身体の安全を求める難民という形をとってタイ国内 流入する。またミャンマー国内で反政府活動を続ける少数民族は、時にタイ 内でその活動を行うことがある。一方で、ミャンマーで 経済停滞は、就労機会を求める移民労働者をタイ国内に送り込む。合法違法を問わず流れ込むヒトやモノの流れは、タイにとって統治システムを揺るがしかねない安全保障上の問題である。同時 それは、タイ経済を左右する経済的問題でもある。一九八〇年代以降、食品加工業 縫製業、建設業をはじめとするタイの各産業は、近隣国からやってくる移民に労働力を依存するようになった。ミャンマーの天然ガス、木材もまた タイの産業にとって重要な資源となっている。こうした事情から 経済団体は、しばしば政府に対しミャ との友好関係促進 訴えてきた。タイのミャンマー政策 見る際 観察者 両国 府間の人的ネットワークのほか 、こうした経済社会構造の相互依存関係考慮する必要がある。
ただし、タイ・ミャンマー間の経済社会構造の相互依存関係を動









とにより、同国の資源に着目する先進諸 関心をタイにひきつけ、それによって国際経済システムにおける自国の地位向上を図った。国内体制問題に言及しない政経分離 方針はミャンマー政府から受け入れら 、両国の関係は過去に例を見ないほど緊密となった。スラユットの行動は、クーデタ後に成立した「軍事政権」である自国の立場をミャンマーの軍政 峻別しつつ、ＡＳＥＡＮ諸 一員としてミャンマーと国際社会との対立を宥和しようとす ものであった。そうしてサマックのサイクロン災害緊急支援外交もまた、ミャンマーに対しては国際社会の窓口 り、他の諸国にとってはミャンマーへの窓口として、国際社会で独自の影響力 発揮しようとしたものと位置づけることができる。●仲介外交の先へ
一九八〇年代末以降、タイは隣国であるミャンマーとの社会・経
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